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ごあいさつ

ごあいさつ
　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼
申しあげます。
　当社グループは、誠実で良質な海上輸送サービスの提供を
通じて社会の発展に貢献することを基本理念とし、日々の企
業活動を行っております。2025年度の世界経済は、インフ
レ沈静化を背景に金融政策の正常化に向けた動きが進む一
方、米国の通商政策の影響に加え、2026年２月以降の中東
情勢悪化に伴うホルムズ海峡の事実上の封鎖、原油価格の高
騰や供給不安などにより、世界経済および海運業を取り巻く
先行きが極めて不透明な状況となりました。
　このような環境下、ドライバルク輸送を中心とする当社事
業は、鉄鉱石をはじめとする原材料の安定した輸送需要に支
えられ、概ね底堅く推移しました。当社グループは、長期契
約を基盤とした安定的な事業運営に努めた結果、当期純利益
につきましては前年度を上回る水準を確保することができま
した。これを踏まえ、期末配当につきましては、2026年１
月30日に公表いたしました前回の配当予想から一株当たり
45円増配し、一株当たり205円とする予定です。
　また、2024年度より開始した新中期経営計画
「FORWARD 2030Ⅱ Challenge for innovation and 
further growth with U」において掲げた財務目標である、
営業利益200億円以上、ROE10％以上、Net DER1.0倍以
下についても、達成することができました。同計画のもと、
当社グループは新燃料船への投資や、人的資本・DXを含む
サステナビリティ施策を着実に推進し、持続的な企業価値向
上に取り組んでおります。
　株主の皆様には、引き続きご理解とご支援を賜りますよ
う、何卒お願い申しあげます。

2026年６月

代表取締役社長
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事業の経過及びその成果

事業報告（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

1 企業集団の現況に関する事項
（1） 事業の経過及びその成果

① 業績全般
　当期における世界経済は、長期化していたインフレの緩和を背景に一部の国・地域で金融政策の正常化
に向けた動きがみられる中、米国経済が底堅く推移したことなどから、全体として比較的堅調に推移しま
した。一方で、関税措置を含む米国の通商政策やそれに対する各国の対応が今後の世界経済や貿易動向に
与える影響については、引き続き不透明感が残る状況となりました。わが国においては、円安や資源価格
の上昇などを背景に物価は緩やかな上昇基調となる中、海外経済動向が内需や為替相場に与える影響には
引き続き留意が必要な状況が続きました。
　外航海運市況につきましては、当期前半は鉄鉱石や穀物を中心とした堅調な荷動きに支えられ、総じて
底堅く推移しました。中盤には一時的な調整局面もみられましたが、その後は年末に向けて再び上昇基調
となりました。内航海運につきましては、火力発電所の運用継続により市況が下支えされましたが、製鉄
所の生産調整や資材費の高騰による建築需要の低下が、貨物輸送量の下押し要因となりました。
　燃料油価格につきましては、当期の平均消費価格（全油種）は、トン当たり上期約526ドル、下期約
441ドル、期中平均で約481ドルと、前期比で約83ドル安となりました。また対米ドル円相場は日米金
利差の縮小や前期に進行した円安の反動もあり円高基調となり、上期平均146円50銭、下期平均154円
17銭、期中平均で150円33銭と前期比2円50銭の円高となりました。
　このような事業環境下、当期の連結業績は、売上高2,297億84百万円（前期比7.1％減）、営業利益
205億29百万円（前期比1.5％増）、経常利益210億46百万円（前期比10.7％増）、親会社株主に帰属
する当期純利益240億95百万円（前期比29.4％増）となりました。
　なお、当社グループの事業構成は海上輸送業がほぼ全体を占めており、連結売上高に占める外航海運事
業の割合は約９割、内航海運事業の割合は約１割となっております。
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事業の経過及びその成果

前連結会計年度
（2024年度）

当連結会計年度
（2025年度） 前期比

金額（百万円） 金額（百万円） 増減率
売上高 247,408 229,784 7.1％減
営業利益 20,224 20,529 1.5％増
経常利益 19,015 21,046 10.7％増
親会社株主に帰属する当期純利益 18,621 24,095 29.4％増
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事業の経過及びその成果

外航海運事業 ＜主要な事業内容＞
外航貨物海上運送事業及びこれに関連または付帯する事業

売上高

197,062百万円
（前期比8.8％減）

　

　ケープ型撒積船（18万重量トン型）市況は、ブラジルおよび豪州の主
要港からの鉄鉱石の堅調な出荷や西アフリカからのボーキサイト輸送需
要を背景に、前期末の落ち込みから回復基調をたどりました。当期中盤
には一時的な調整局面もみられましたが、その後は年末の繁忙期に向け
て再び上昇基調となり、12月には主要５航路平均用船料が一時日建て４
万４千ドル台を記録するなど、通期では堅調に推移しました。このよう
な市況環境の中、当社では日本製鉄株式会社をはじめとする主要荷主と
の長期契約による安定収益に加え、３国間輸送による配船効率改善や、
中期契約締結による安定収益の積み増し、スポットマーケットでの好採
算貨物の獲得に注力するとともに、運航効率の改善にも取り組み、期初
計画を上回る収益を達成することができました。
　パナマックス型撒積船（７～８万重量トン型）市況は、中国経済の不
振による先行き不透明感などにより、６月には主要５航路平均用船料は
日建て９千ドル台まで下落しました。その後、南米の記録的な穀物出荷
に支えられ、船腹需給が引き締まり７月には日建て１万７千ドル台まで
回復しました。下期に入っても石炭や穀物の荷動きは堅調、総じて好調
な市況が継続し、３月には中東情勢の緊張、燃料油の高騰から市況は日
建て１万８千ドル台を記録しました。このような状況下、計画的な配船
と効率運航に努めましたが、市況用船のコスト増加の影響が大きく、期
初計画を達成することはできませんでした。

② 事業別概況
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事業の経過及びその成果

　ハンディ型撒積船（２～６万重量トン型）市況は、一部に調整局面が
みられたものの、通期では堅調に推移しました。往航では、主力貨物の
一つである鋼材の荷動きについて、米国の追加関税や中東の地政学的リ
スクの影響がみられたものの、中南米向け輸送がこれを補い、概ね底堅
く推移しました。当社は、輸送量が増加する中南米向け配船を効率的に
活用することで、収益力の向上を図りました。復航では、中長期契約の
貨物を活用し、往復航の効率的な配船により安定収益を積み重ね、期初
計画を上回る収益を達成いたしました。
　近海水域における小型船（1.6万重量トン型以下の船型）市況は、中国
の国内内需の低迷から、同国からの輸出鋼材が過去最高を記録する一
方、日本から同国向け輸出鋼材は漸減傾向が続いています。大量の中国
鋼材によってアジア全体の鋼材荷動量は増加し、市況は大きな変動なく
比較的堅調に推移しました。バルク貨物含め鋼材代替貨物の東南アジア
向け輸送にも積極的に取り組み、バイオマス燃料輸送始め他バルク貨物
との往復航効率配船を推進し、期初計画を上回る収益を達成することが
できました。
　ＶＬＧＣ（大型ＬＰＧ運搬船）は、全ての船舶が定期貸船契約に従事
することにより安定収益を確保しています。一部、市況連動契約となっ
ている船舶もありますが、2025年度の市況は総じて堅調だったため、期
初計画を上回る収益を達成することができました。

　以上の結果、外航海運事業全体としては、売上高は1,970億62百万円
（前期比8.8％減）、セグメント利益（営業利益）は154億89百万円
（前期比4.8％減）と、前期に比べ減収減益となりました。
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事業の経過及びその成果

内航海運事業 ＜主要な事業内容＞
内航貨物海上運送事業及びこれに関連または付帯する事業

売上高

32,722百万円
（前期比4.7％増）

　

　ドライバルク事業につきましては、電力需給対応として火力発電所の
運用が継続されたことを背景に、バイオマス関連貨物を含む電力関連貨
物の輸送量は期初計画を上回りました。鉄鋼原料の輸送量は製鉄所の生
産調整により減少しました。セメント関連貨物は、資材費の高騰や人手
不足の影響により建築需要が低下し、輸送量が減少しました。
　タンカー事業につきましては、LNG輸送は工業用LNG需要増により輸
送量は増加したものの、LPG輸送は用船を１隻返船したことや暖冬によ
る国内需要減退による影響により輸送量は減少しました。
　以上の結果、売上高は327億22百万円（前期比4.7％増）、セグメン
ト利益（営業利益）は50億41百万円（前期比27.3％増）と、前期に比
べ増収増益となりました。

その他 ＜主要な事業内容＞
情報システムの開発・保守業等

　特記すべき事項はありません。
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事業の経過及びその成果

ご参考

隻数 総重量トン数（K/T）
外航 ３隻 162,475重量トン
内航 １隻 5,937重量トン

隻数 総重量トン数（K/T）
外航 ４隻 446,300重量トン
内航 １隻 5,500重量トン

船腹量の推移（連結） *用船含む

2025年度当社グループ船隊整備実績
（５年以上の長期用船を含む）

2026年度当社グループ船隊整備計画
（５年以上の長期用船を含む）
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7



2026/06/10 15:03:43 / 25298284_ＮＳユナイテッド海運株式会社_年次報告書

設備投資等の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況、他の会社の事業の譲受けの状況、吸収合併又は吸収分割による他
の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況、他の会社の株式その他の持分又は新株予約権の取得又は処分の状況

事業区分 設備投資額

外航海運事業 5,308百万円

内航海運事業 193百万円

その他 46百万円

(2) 設備投資等の状況
　当連結会計年度において当社グループが実施いたしました設備投資の総額は55億47百万円で、その
主なものは船舶です。

　また、当社グループの主要な設備である船舶のうち帳簿価額６億78百万円の固定資産売却を実施い
たしました。

(3) 資金調達の状況
　当連結会計年度は、設備資金90億11百万円を金融機関からの借入で調達しております。
　なお、当社は主要取引金融機関と総額90億円のコミットメントライン契約を締結しておりますが、
当連結会計年度末における借入実行残高はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　特記すべき事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況
　特記すべき事項はありません。

(6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　特記すべき事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　特記すべき事項はありません。
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対処すべき課題

(8) 対処すべき課題

　2024年度よりスタートした中期経営計画『FORWARD 2030 Ⅱ Challenge for innovation and 
further growth with U』では、2030年に向けたビジョンを「クリーンでサステナブルな海上輸送に
おける必要不可欠な存在を目指し、ステークホルダーと協働して変革を続け、企業価値の更なる向上を
目指します」と定義しています。カーボンニュートラルへの取り組みを通じた持続的な成長と企業価値
最大化に向けた経営戦略を実行してまいります。

① 事業戦略・成長戦略
　『FORWARD 2030Ⅱ』では、2050年カーボンニュートラル実現に向けた環境ロードマップに沿っ
たGHG削減目標を設定しており、メタノール二元燃料船（メタノールと重油の両方を燃料として使用
可能なエンジンを搭載した船舶。重油と比較してGHG排出量の大幅な削減が見込まれる。）やバイオ
燃料、アンモニア燃料船の導入等により、2030年にGHG年間排出量を2019年比25%削減します。
　上記2030年GHG削減目標達成に向けて、国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）による「グリーンイノベーション基金事業」に採択されているアンモニア燃料船の共同プロ
ジェクトについては2024年４月に６社によるアンモニア燃料船の共同開発に関する覚書を締結いたし
ました。本プロジェクトにおいて当社は、アンモニア燃料船の共同保有・運航を予定しております。ま
た、当社は、2027年度以降の竣工を目指してメタノ―ル二元燃料船複数隻、更に2027年度竣工予定
でアンモニアを積載可能なLPG二元燃料VLGCの建造契約を締結し、荷主との協議を進めています。
　既存船についても省エネデバイスの活用によるGHG排出削減に取り組んでいます。2025年10月に
は、当社が運航している40万トン鉱石船に風力補助推進装置ローターセイルの搭載が完了しました。
ローターセイルは、甲板上に設置された円筒帆を回転させることで円筒周りに生じる圧力差を利用し推
進力を得る装置です。設置による効果を検証の上、他船への展開を検討します。その他、当社既存船の
入渠時に高効率プロペラへの換装を行うなど、燃料削減に寄与する設備の導入を進めています。
　上記のような取り組みを通じて環境対応で顧客と協働し、顧客の脱炭素化に貢献することで、長期契
約による安定収益確保に加え、海外顧客に対しても長期の契約獲得を目指します。
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対処すべき課題

2027年度 2030年度

連結営業利益 200億円 Net DER1.0倍以下と財務規律を維持し
つつ、継続的な利益成長により株主資本
コスト７％を十分に上回るROE10％以上
を目指していきます。

ROE 10％

Net DER 1.0倍以下

② 事業戦略を支える取り組み
　上記事業戦略を支える基盤となる取り組みとして、人的資本戦略・サステナブルシッピング戦略・ガ
バナンス強化・DX戦略の４つの戦略を掲げています。
　当社事業における最重要課題である安全運航の達成に向けて、船上のインターネット環境拡充やホー
ルド（船倉）クリーニングロボットの配備を開始するなど、乗組員の安全・作業効率・Well-being向
上に資する技術や設備の検証・導入を進めています。また、船舶機器の状態や運航状態を監視するシス
テムの導入や、気象や海象などの実海域データの収集など、事故の予防や運航の効率化といった価値を
創出するための船舶DXに関わる取り組みも行っています。

③ 財務目標
　財務目標として、以下のとおり設定しております。

　2025年度の連結営業利益は205億29百万円、ROEは13.8%、Net DERは-0.01倍となり、2027年度目標
を前倒しで達成することができました。2027年度に向けては引き続き安定した収益基盤を整備しなが
ら、上記目標を達成することを目指しています。
　また、当社は株主への利益還元を経営上重要な施策の一つとして位置づけており、年間配当性向は連
結業績ベースの30%を基準とし、更なる株主還元の強化を検討します。新燃料船の建造など将来の成長
に必要な内部留保資金を確保しつつ、安定配当の継続的な実施により、株主をはじめステークホルダー
の皆様にとって魅力的な事業会社になることを目指します。

④ 投資計画
　安定収益事業に加え、成長戦略から着実に利益を上げて営業キャッシュ・フローを積み上げ、2030
年までNet DERを1.0倍以下に抑えつつ、財務レバレッジを効かせて3,000億円に迫る規模の投資を実
行し、収益の安定性強化と中長期的な利益の成長を目指します。中期経営計画では既存船のリプレース
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対処すべき課題

など中核事業への投資は2,150億円、メタノール二元燃料化やバイオ燃料の確保といった環境投資に
450億円、人材育成とDX関連に100億円の投資を掲げており、このうち、メタノール二元燃料船など
新燃料船への投資は1,650億円を予定しています。
　次世代燃料船投資に関しましては、2024年度の実績としてメタノール二元燃料船の建造契約を複数
隻締結いたしました。グリーンメタノールを舶用燃料として用いることにより、従来の重油比80%超の
GHG排出削減効果が見込まれ、2027年度竣工以降に当社収益に貢献できるものと期待しております。
また、顧客の環境対応と脱炭素化プロセスに貢献すべく、アンモニア積載可能なLPG二元燃料VLGCの
建造契約を締結いたしました。
　今後、顧客のニーズを注視しつつ、上記の新造船における中長期貨物輸送契約や燃料サプライチェー
ンの確保に注力してまいります。

⑤ 資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について
　コロナ禍からの回復の過程で海運市況は高騰し、当社は2021年度、2022年度と２期連続で過去最高
益を更新、2023年度以降も当期純利益ベースで高水準となりました。また、利益の上昇に伴いROEは５
期連続で10%を上回りました。これらの実績、IRの効果が一定程度株価にも現れ、PBRは2025年度中に
一時１倍に達する水準となりました。一方で、中東情勢の不安定化などの世界情勢に加え、次世代燃料の
趨勢や環境規制の影響等も見通しにくくなっており、当社の中長期的な収益の安定性や成長性を高める取
り組みにつき、引き続き発信を強化してまいります。
　中期経営計画の着実な実行を通じて、収益の安定性強化と中長期的な利益の成長を実現し、2030年度
には財務規律を維持しつつ、株主資本コスト７%を十分に上回るROE10%以上を目指します。また、中
期経営計画の進捗状況を定期的に開示した上で、株主や投資家の皆様との建設的な対話に努め、配当性向
30％を基準として更なる株主還元の強化を検討します。
　今後の地政学上のリスクや金融情勢などによっては事業環境が変化し、海上荷動きへの影響が懸念され
ます。当社ではかかる事業上のリスクに対し細心の注意を払い、引き続き上記に掲げた中期経営計画の目
標達成に向けてグループ一丸で不断の取り組みを重ねてまいりますので、株主の皆様におかれましては、
今後とも格別のご支援を賜りますよう何卒お願い申しあげます。
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財産及び損益の状況の推移

250,825

2022年度

233,100

2023年度

247,408

2024年度

229,784

2025年度
（当連結会計年度）

（単位：百万円）売上高

33,444

2022年度

22,185

2023年度

19,015

2024年度

21,046

2025年度
（当連結会計年度）

（単位：百万円）経常利益

27,603

2022年度

17,986

2023年度

18,621

2024年度

24,095

2025年度
（当連結会計年度）

21.6

12.5 11.9 13.8

（単位：百万円）
（単位：％）

親会社株主に帰属する当期純利益
/ROE（自己資本利益率）

■■ 親会社株主に帰属する当期純利益　　 ROE（自己資本利益率）

275,784

137,405

2022年度

286,344

149,584

2023年度

287,948

162,738

2024年度

296,361

187,200

2025年度
（当連結会計年度）

49.8 52.2 56.5
63.2

（単位：百万円/％）総資産/純資産/自己資本比率
■■ 総資産　■■ 純資産　　 自己資本比率

100,787

2022年度

97,095

2023年度

85,316

2024年度

63,602

2025年度
（当連結会計年度）

0.44 0.33 0.18
-0.01

有利子負債/Net DER （単位：百万円/倍）
■■ 有利子負債　　 Net DER

365

2022年度

170

195 230

2023年度

80

150

240

2024年度

115

125

310

2025年度
（当連結会計年度）

105

205

（単位：円）1株当たり配当金の推移
■■ 期末配当　■■ 中間配当

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
（当連結会計年度）

売上高 （百万円） 250,825 233,100 247,408 229,784
営業利益 （百万円） 32,487 21,601 20,224 20,529
経常利益 （百万円） 33,444 22,185 19,015 21,046
親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 27,603 17,986 18,621 24,095
1株当たり当期純利益 （円） 1,171.29 763.20 790.18 1,022.46
1株当たり配当金の推移 （円） 365 230 240 310
総資産 （百万円） 275,784 286,344 287,948 296,361
純資産 （百万円） 137,405 149,584 162,738 187,200
自己資本比率 （％） 49.8 52.2 56.5 63.2
有利子負債 （百万円） 100,787 97,095 85,316 63,602
Net DER （倍） 0.44 0.33 0.18 -0.01
ROE（自己資本利益率） （％） 21.6 12.5 11.9 13.8

(9) 財産及び損益の状況の推移

（注）１．記載金額は、四捨五入で表示しております。
２．2025年度の１株当たり配当額は2025年12月にお支払いいたしました中間配当金と本定時株主総会において決議いただく予定の配当金の合計額を記載しておりま
す。
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重要な子会社の状況、主要な営業所

(10) 重要な子会社の状況 （2026年３月31日現在）

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容
ＮＳユナイテッド内航海運㈱ 718百万円 100.00％ 内航海運事業
ＮＳユナイテッドタンカー㈱ 180百万円 100.00％ 内航海運事業

ＮＳユナイテッドマリンサービス㈱ 20百万円 100.00％ 船員派遣事業・安全監督・
新造船建造監督業

ＮＳユナイテッドビジネス㈱ 45百万円 100.00％ 総務・経理業務受託
ＮＳユナイテッドシステム㈱ 50百万円 100.00％ 情報システムの開発・保守業

(11) 主要な営業所（2026年３月31日現在）

当社
本 社：東京都千代田区大手町二丁目３番２号
海外駐在員事務所：中国（上海）、ベトナム（ハイフォン）、タイ（バンコク）
海 外 法 人：英国（ロンドン）、米国（コネチカット）、中国（香港）、

シンガポール、フィリピン（マニラ）
ＮＳユナイテッド内航海運㈱ 本 社：東京都千代田区大手町二丁目３番２号
ＮＳユナイテッドタンカー㈱ 本 社：東京都千代田区大手町二丁目３番２号
ＮＳユナイテッドマリンサービス㈱ 本 社：東京都千代田区大手町二丁目３番２号
ＮＳユナイテッドビジネス㈱ 本 社：東京都千代田区大手町二丁目３番２号
ＮＳユナイテッドシステム㈱ 本 社：東京都千代田区大手町二丁目３番２号
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使用人の状況、主要な借入先の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針、その他企業集団の現況に関する重要な事項

(12) 使用人の状況（2026年３月31日現在）

事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減
外航海運事業 262名 ６名増
内航海運事業 371名 ６名増
その他 36名 １名増
合計 669名 13名増

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
261名 14名増 40.23歳 14.42年

① 企業集団の使用人の状況

② 当社の使用人の状況

(13) 主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

借入先 借入額
株式会社日本政策投資銀行 17,458百万円
株式会社みずほ銀行 14,797百万円
株式会社山口銀行 7,638百万円
株式会社三菱UFJ銀行 6,793百万円
農林中央金庫 6,535百万円

(14) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つとして位置づけ、将来における安定的な
企業成長と経営環境の変化に対応するために必要な内部留保資金を確保しつつ、経営成績に応じた株主
各位への利益還元を継続的に行うことを基本方針とし、連結業績に対する配当性向は30％を基準とし
て、更なる株主還元の強化を検討します。
　また、当社は、株主総会の決議によって期末配当を行うことができる旨、及び取締役会の決議によっ
て中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

(15) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　以上のほか、企業集団の現況に関する重要な事項に関する特記事項はありません。
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

2 会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 60,000,000株

(2) 発行済株式の総数 23,970,679株

(3) 株主数 11,040名

株主名 当社への出資状況
持株数 出資比率

日本製鉄株式会社 7,861千株 33.36％
日本郵船株式会社 4,324千株 18.35％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,871千株 7.94％
CEPLUX－ THE INDEPENDENT UCITS PLATFORM 2 785千株 3.33％
BNYM AS AGT / CLTS 10 PERCENT 518千株 2.20％
新健海運股分有限公司 504千株 2.14％
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 467千株 1.98％
BNYMSANV RE BNYMIL RE WS ZENNOR JAPAN
EQUITY INCOME FUND 403千株 1.71％
株式会社みずほ銀行 400千株 1.70％
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 386千株 1.64％

(4) 大株主（上位10名）

（注）１．所有株式数は、千株未満を切り捨てております。
２．当社は、自己株式を405,192株所有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
３．出資比率は自己株式を控除して計算しております。

3 会社の新株予約権等に関する事項
　当社は、2026年３月31日現在、新株予約権等の発行は行っておりません。
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会社役員の状況

4 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の状況（2026年３月31日現在）

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長・社長執行役員 山 中 一 馬
取締役・専務執行役員 宮 本 教 子 総務グループ・企画グループ管掌

取締役・常務執行役員 藤 田 　 透 海技人材グループ・安全管理グループ・
船舶管理グループ・環境保全推進グループ管掌

取締役・常務執行役員 北 里 真 一 経理グループ管掌
取締役・常務執行役員 金 光 　 潔 鉄鋼原料グループ・不定期船グループ管掌
取締役 大 西 　 節

取締役 吉 田 正 子
株式会社松屋社外取締役（監査等委員）
東京海上ミレア少額短期保険株式会社監査役
東京海上ウエスト少額短期保険株式会社監査役
東京海上トラスト少額短期保険株式会社監査役

取締役 竹 ケ 原 啓 介 政策研究大学院大学教授

取締役 加 野 理 代 田辺総合法律事務所パートナー
株式会社山梨中央銀行社外取締役

監査役（常勤） 紀 平 　 徹
監査役（常勤） 宮 澤 総 一
監査役（非常勤） 山 本 昌 平 日本郵船株式会社常勤顧問
監査役（非常勤） 毛 利 具 仁 日本製鉄株式会社原料事業企画部長

（注）
1. 取締役大西節氏、吉田正子氏、竹ケ原啓介氏及び加野理代氏は社外取締役であります。なお、大西節氏、吉田正子氏、竹ケ

原啓介氏及び加野理代氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。
2. 監査役宮澤総一氏、山本昌平氏及び毛利具仁氏は社外監査役であります。なお、山本昌平氏は東京証券取引所の定めに基づ

く独立役員であります。
3. 当社と取締役（業務執行取締役を除く）及び監査役は、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項に定める

責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項各号に定める金額の合計
額を限度とする契約を締結しております。

4. 取締役井上龍子氏は任期満了により、2025年６月25日開催の第99回定時株主総会終結の時をもって退任しております。
5. 取締役竹ケ原啓介氏は、2024年６月26日開催の第98回定時株主総会にて監査役に選任され、就任しましたが、2025年６

月25日開催の第99回定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任するとともに、同総会にて取締役に選任され、就
任しました。
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会社役員の状況

(2) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結してお
り、役員としての業務遂行に起因して、保険期間中に損害賠償請求（株主代表訴訟を含む）がなされた
ことにより、被保険者が被る法律上の損害賠償金、争訟費用の損害を当該保険契約により塡補すること
としております。
　当該保険契約の被保険者は、当社の取締役、監査役及び執行役員、並びに子会社であるNSユナイテ
ッド内航海運株式会社とNSユナイテッドタンカー株式会社の取締役及び監査役であり、保険料は当社
及び当該子会社が全額負担しております。ただし、被保険者である役員の職務の適正性が損なわれない
ために、当該保険契約において免責金額を定めているほか、被保険者の犯罪行為に起因する損害や法令
に違反することを被保険者が認識しながら行った行為に起因する損害等については、塡補されないこと
等を定めております。

(3) 補償契約の内容の概要
　当社は取締役山中一馬氏、宮本教子氏、藤田透氏、北里真一氏、金光潔氏、大西節氏、吉田正子氏、
竹ケ原啓介氏及び加野理代氏並びに監査役紀平徹氏、宮澤総一氏、山本昌平氏及び毛利具仁氏との間で
会社法第430条の２第１項に規定する補償契約を締結しており、同項第１号の費用及び同項第２号の損
失を法令の定める範囲内において当社が補償することとしております。ただし、被補償者である役員の
職務の執行の適正性が損なわれないために、当社が被補償者に対して責任の追及に係る請求をする場合
（株主代表訴訟を除く）の費用や、被補償者が職務の執行において悪意又は重大な過失があった場合の
損失等については、当社が補償義務を負わないこと等を定めております。
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会社役員の状況

(4) 取締役及び監査役の報酬等
①役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は2021年２月26日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方
針を決議し、2025年３月27日開催の取締役会にて一部改定を決議して今日に至っております。当該
取締役会の決議に際しては、予め決議する内容について指名・報酬諮問委員会へ諮問し、答申を受け
ております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法
及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、指名・報酬諮
問委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断し
ております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次の通りです。

a.取締役の報酬の基本的な考え方
Ⅰ.目的及び基本的な考え方

(1) 中長期的な企業価値の向上に資すること
(2) 株主からの受託責任に応えること
(3) 人材確保につながること

Ⅱ.報酬決定方針の基本原則
(1) 企業価値向上に向けて健全なインセンティブとして十分に機能するよう、経営戦略との整

合性を確保した報酬体系とする。具体的には、固定報酬のほか、短期業績や中長期的経営
の進捗が適切に反映される業績連動型報酬により構成する。

(2) 株主目線を重視するため、現金支給する報酬と株式購入報酬（取締役が役員持株会に拠出
し、持株会を通じて株式を購入するための現金を支給する報酬）を組み合わせて支給する。

(3) 固定報酬は同一役位同一報酬とし、世間水準との整合性にも留意して金額を決定する。
(4) 報酬体系や各年の具体的水準の決定においては、公正と透明性を確保するため、指名・報

酬諮問委員会を活用する。
(5) 従業員とのバランスや業界動向等にも配慮する。
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会社役員の状況

b.固定報酬に関する方針
　固定報酬は、海運業界において求められる能力及び責任に見合った水準を勘案して、世間水準との
整合性や従業員との報酬格差にも留意のうえ、役位に応じて定められた基準額を月次の額として現金
支給する。
　監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、固定報酬のみを支給する。

c.業績連動報酬に関する方針
Ⅰ.業績連動型役員賞与：

収益力の維持向上のためのインセンティブを付与するべく、配当政策及び従業員への一定以上の
臨時手当(賞与)支給を前提に、短期業績連動報酬として毎期の１株当たり配当額及び安全運航実
績を反映した評価に連動する賞与を、毎年、一定の時期に現金支給する。
Ⅱ.株式購入報酬：

中長期的業績連動報酬として、中期経営計画の達成度や企業価値（株式価値）の向上に連動する
株式購入報酬を在任期間にわたり毎月均等に現金支給する。具体的には、営業利益や自己資本利
益率（ROE）といった中期経営計画が目標とする業績指標の達成度のほか、当社時価総額や
ESG指標等を反映した総合的評価に基づいて算出する。取締役は、支給された株式購入報酬相当
額を役員持株会に拠出し、持株会を通じて株式を購入する。中期経営計画を新たに策定した際に
は目標となる業績指標等の算定方法の見直しを行う。

d.報酬等の割合に関する方針
　固定報酬と業績連動型賞与及び株式購入報酬の割合については、海運業界や関連する業種・業態
の企業の報酬水準・構成を踏まえて、企業価値向上に向けたインセンティブとして、短期業績や中
長期的経営目標の進捗が適切に反映されるよう設定し、業績連動型役員賞与と株式購入報酬とを合
わせた業績連動型報酬の報酬総額に占める割合は、最大で４割程度となるものとする。

e.報酬等の付与時期や条件に関する方針
　固定報酬については上記b.において、業績連動型役員賞与及び株式購入報酬については上記c.にお
いて併せて記載している。
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f.報酬等の決定の委任に関する事項

　上記b.c.d.において個人別の報酬額やその支給方法の方針を決定し、役員報酬内規において具体的
な算出方法を規定するため、取締役やその他の第三者に委任する事項はない。

g.取締役の個人別の報酬の内容についての決定の方法
　取締役の報酬等については、指名・報酬諮問委員会による意見の答申及び助言を踏まえ、最終的
には取締役会の決議により定める。裁量の範囲は、株主総会決議の範囲内とする。

h.その他取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する重要な事項
　財務諸表の訂正を含む不適切な会計が発生した場合又は取締役に重大な法令違反若しくは非違行
為があった場合は、取締役会は、取締役が受領した業績連動報酬の全部又は一部について、 制度に
基づいて返還を求めることができるものとする。
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区分 報酬等の総額

報酬等の種類別の総額

固定報酬 対象
員数

業績連動報酬

賞与 対象
員数

株式購入
報酬

対象
員数

取締役
（うち社外取締役）

299百万円
（41百万円）

213百万円
（41百万円）

10名
(５名)

50百万円
-

５名
-

35百万円
-

５名
-

監査役
（うち社外監査役）

54百万円
（30百万円）

54百万円
（30百万円）

４名
(３名)

-
-

-
-

-
-

-
-

合計 353百万円 267百万円 14名 50百万円 ５名 35百万円 ５名

2026年３月期業績
・当社連結営業利益 目標：200億円 実績：205億円
・自己資本利益率（ROE） 目標：10％ 実績：13.8％

②当該事業年度に係る役員の報酬等の総額等

（注）
1. 上表の固定報酬は当事業年度の支給実績です。対象員数・支給額には、2025年６月25日開催の第99回定時株主総会終結

の時をもって退任した取締役１名および監査役１名を含んでおります。また、在任中の監査役のうち１名については無報酬
のため、含んでおりません。

2. 上記業績連動報酬（賞与・株式購入報酬）は、2026年６月25日開催の取締役会で支給を決議する予定です。
3. 上記業績連動報酬の算定の基礎とした業績指標の実績値は、以下のとおりです。

4. 上記業績連動報酬の対象員数は、2026年３月31日時点で在任する当社の常勤取締役です。
5. 取締役・監査役の報酬は全て金銭報酬であり、非金銭報酬はございません。
6. 業績連動報酬の算定の基礎とした業績指標の内容と選定理由及び業績連動報酬の算定方法は、①c.「業績連動報酬に関する

方針」において決定し、記載しているとおりです。
7. 総支給額は、2025年６月25日開催の第99回定時株主総会において、取締役は「年額５億円以内」、監査役は「年額１億

２千万円以内」と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は９名（うち社外取締役４名）、監査役の員数
は４名（うち社外監査役３名）です。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役・社外監査役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役
大西 節

（独立役員）

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに出席し、多くの議案に関し積極
的に意見・提言を行っております。独立社外取締役として、特に、金融機関での
経営参画を通じた豊富な知識・経験に基づき、当社の業務執行を監督する役割等
を果たすことが期待されていたところ、主に企業財務や経営全般に精通した専門
的な立場から当社の経営に対する監督、助言を行うなど、意思決定の妥当性・適
正性を確保するための適切な役割を果たしております。
また、指名・報酬諮問委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会３回
の全てに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の
決定過程における監督機能を主導しております。

社外取締役
吉田 正子

（独立役員）

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに出席し、多くの議案に関し積極
的に意見・提言を行っております。独立社外取締役として、特に、金融機関での
経営参画を通じた豊富な知識・経験に基づき、当社の業務執行を監督する役割等
を果たすことが期待されていたところ、主に企業の経営全般に精通した専門的な
立場から当社の経営に対する監督、助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性
を確保するための適切な役割を果たしております。
また、指名・報酬諮問委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会３回
の全てに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の
決定過程における監督機能を主導しております。

(5) 社外役員に関する事項
①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

社外監査役山本昌平氏は、日本郵船株式会社の常勤顧問であります。同社は、当社への出資比率が
18.35％である大株主であります。また、社外監査役毛利具仁氏は、日本製鉄株式会社の部長でありま
す。同社は、当社への出資比率が33.36％である大株主であり、主要な取引先であります。社外取締
役、社外監査役のその他の兼職先と当社との間には、特別な関係はございません。

②当該事業年度における主な活動状況
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会社役員の状況

出席状況、発言状況及び
社外取締役・社外監査役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役
竹ケ原 啓介

（独立役員）

当事業年度の内、2025年６月25日開催の第99回定時株主総会終結の時をもっ
て任期満了により退任するまでの間は社外監査役であったところ、その間に開催
された監査役会５回のすべてに出席し、審議に関して必要な発言を適宜行ってお
りました。独立社外監査役として、常勤監査役又は内部監査部門から報告を受
け、内部統制システムをはじめとする取締役の職務の執行を監査する活動を行っ
ておりました。
また、当事業年度に開催された取締役会14回の全てに出席し(2025年６月25日
の取締役就任前に開催された取締役会４回は社外監査役としての出席)、多くの
議案に関し積極的に意見・提言を行っております。独立社外取締役として、特
に、金融機関での長年の経歴及び大学教授としての環境政策及びファイナンスに
関する豊富な知識・経験に基づき、当社の業務執行を監督する役割等を果たすこ
とが期待されていたところ、主に企業のサステナビリティに精通した専門的な立
場から当社の経営に対する監督、助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を
確保するための適切な役割を果たしております。
加えて、指名・報酬諮問委員会の委員として、2025年６月25日の就任後の当事
業年度に開催された委員会２回の全てに出席し、客観的・中立的立場で当社の役
員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を主導しております。

社外取締役
加野 理代

（独立役員）

2025年６月25日の就任後の当事業年度に開催された取締役会10回のうち９回
に出席し、多くの議案に関し積極的に意見・提言を行っております。独立社外取
締役として、特に、法律事務所での長年の経歴及び弁護士としての豊富な知識・
経験に基づき、当社の業務執行を監督する役割等を果たすことが期待されていた
ところ、主に企業のガバナンスに精通した専門的な立場から当社の経営に対する
監督、助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割
を果たしております。
また、指名・報酬諮問委員会の委員として、2025年６月25日の就任後の当事業
年度に開催された委員会２回のうち、１回に出席し、客観的・中立的立場で当社
の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を主導しておりま
す。

社外監査役
宮澤 総一

2025年６月25日の就任後の当事業年度に開催された取締役会10回の全てに、
また、監査役会12回の全てに出席し、審議に関して必要な発言を適宜行ってお
ります。社外監査役として、内部監査部門から報告を受け、内部統制システムを
はじめとする取締役の職務の執行を監査する活動を行っております。
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会社役員の状況

出席状況、発言状況及び
社外取締役・社外監査役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外監査役
山本 昌平

（独立役員）

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに、また、監査役会17回の全てに
出席し、審議に関して必要な発言を適宜行っております。独立社外監査役とし
て、常勤監査役又は内部監査部門から報告を受け、内部統制システムをはじめと
する取締役の職務の執行を監査する活動を行っております。

社外監査役
毛利 具仁

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに、また、監査役会17回の全てに
出席し、審議に関して必要な発言を適宜行っております。社外監査役として、常
勤監査役又は内部監査部門から報告を受け、内部統制システムをはじめとする取
締役の職務の執行を監査する活動を行っております。
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連結貸借対照表

連結計算書類

連結貸借対照表 (単位：百万円)

科目 2026年３月31日現在 科目 2026年３月31日現在

資産の部

流動資産

現金及び預金

受取手形、営業未収金及び契約資産

有価証券

棚卸資産

前払費用

その他流動資産

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

船舶

建物

土地

建設仮勘定

その他有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

長期貸付金

繰延税金資産

退職給付に係る資産

その他長期資産　

134,111

41,653

32,132

23,972

17,352

5,584

13,456

△38

162,250

148,661

132,547

392

2

15,395

325

1,757

11,832

6,470

6

2,262

2,220

874 　

負債の部
流動負債 49,076
支払手形及び営業未払金 17,901
短期借入金 15,588
未払金 214
未払費用 265
未払法人税等 1,339
契約負債 5,122
賞与引当金 834
役員賞与引当金 122
その他流動負債 7,691

固定負債 60,085
長期借入金 48,014
繰延税金負債 4,138
特別修繕引当金 7,491
退職給付に係る負債 218
その他固定負債 224

負債合計 109,161
純資産の部
株主資本 178,683
資本金 10,300
資本剰余金 17,181
利益剰余金 152,201
自己株式 △1,000
その他の包括利益累計額 8,517
その他有価証券評価差額金 2,774
繰延ヘッジ損益 5,746
為替換算調整勘定 △272
退職給付に係る調整累計額 270
純資産合計 187,200

資産合計 296,361 負債純資産合計 296,361
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連結損益計算書

連結損益計算書 (単位：百万円)

科目 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで

売上高
海運業収益及びその他の営業収益 229,784

売上原価
海運業費用及びその他の営業費用 200,796

売上総利益 28,988
一般管理費 8,458
営業利益 20,529
営業外収益 2,484
受取利息 191
受取配当金 198
持分法による投資利益 13
為替差益 967
デリバティブ利益 865
その他営業外収益 250

営業外費用 1,967
支払利息 1,357
デリバティブ損失 505
その他営業外費用 105

経常利益 21,046
特別利益 7,037
固定資産売却益 7,037

税金等調整前当期純利益 28,083
法人税、住民税及び事業税 2,756
法人税等調整額 1,232
当期純利益 24,095
親会社株主に帰属する当期純利益 24,095
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貸借対照表

計算書類

貸借対照表 (単位：百万円)

科目 2026年３月31日現在 科目 2026年３月31日現在

資産の部
流動資産
現金及び預金
海運業未収金及び契約資産
関係会社短期貸付金
立替金
有価証券
棚卸資産
前払費用
代理店債権
未収消費税等
その他流動資産
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
船舶
建物
土地
建設仮勘定
その他有形固定資産
無形固定資産
契約関連無形資産
その他無形固定資産
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
長期貸付金
関係会社長期貸付金
前払年金費用
繰延税金資産
その他長期資産　

110,474
21,117
24,550
8,907
2,750
21,977
15,903
4,427
1,714
353
8,814
△38

101,196
17,580
5,697
225
1

11,512
146
1,743
737
1,006
81,874
1,982
5,718

0
5

71,747
1,558
104
758 　

負債の部
流動負債 33,013
海運業未払金 13,928
短期借入金 1,236
未払金 69
未払費用 166
未払法人税等 251
契約負債 5,104
預り金 8,851
代理店債務 2,152
賞与引当金 432
役員賞与引当金 43
その他流動負債 780

固定負債 15,563
長期借入金 12,718
関係会社用船契約損失引当金 2,542
その他固定負債 304

負債合計 48,576
純資産の部
株主資本 155,621
資本金 10,300
資本剰余金 15,933
資本準備金 2,524
その他資本剰余金 13,409
利益剰余金 130,388
利益準備金 2,105
その他利益剰余金 128,283
別途積立金 18,000
繰越利益剰余金 110,283

自己株式 △1,000
評価・換算差額等 7,472
その他有価証券評価差額金 2,413
繰延ヘッジ損益 5,059
純資産合計 163,094

資産合計 211,670 負債純資産合計 211,670
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損益計算書

損益計算書 (単位：百万円)

科目 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで

海運業収益 197,328
運賃 178,172
貸船料 18,566
その他海運業収益 590

海運業費用 178,527
運航費 74,968
船費 1,962
借船料 99,855
その他海運業費用 1,741

海運業利益 18,802
一般管理費 6,050
営業利益 12,752
営業外収益 3,749
受取利息 656
受取配当金 1,121
為替差益 865
デリバティブ利益 865
その他営業外収益 241

営業外費用 776
支払利息 212
デリバティブ損失 505
その他営業外費用 58

経常利益 15,725
特別損失 42
子会社整理損 42
税引前当期純利益 15,683
法人税、住民税及び事業税 1,070
法人税等調整額 △2,564
当期純利益 17,177
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企業理念

企業理念 環境方針
Ⅰ 基本理念
　NSユナイテッド海運グループは、誠実で良質な海上輸
送サービスの提供を通じて社会の発展に貢献します。
Ⅱ 経営理念
１（信用・信頼）
信用・信頼される堅実な経営を実践し、グループ全体
の企業価値を高めます。
２（安全運航・環境保全）
常に船舶の安全運航に努めるとともに船舶運航技術の
向上に向け日々研鑽を積むことにより海洋をはじめと
する地球環境保全の一翼を担います。
３（お客様への即応・自己変革）
お客様の要請に即応しつつ自らも変革に努め、さらな
る進歩を目指して挑戦します。
４（人を育て活かす）
人を育て活かし、働く喜びを実感できる活力溢れるグ
ループを築きます。

Ⅲ 企業行動規範
１　法令・規則を遵守し、高い倫理観をもって行動し

ます。
２　公正かつ自由な競争ならびに適正な取引を行い、
政治・行政との健全かつ正常な関係を保ちます。

３　広く社会とのコミュニケーションを行い、企業情
報を積極的かつ公正に開示するとともに各種情報
の保護・管理を徹底します。

４　安全・健康で働きやすい職場環境を実現するとと
もに、従業員の人格と多様性を尊重します。

５　社会の一員として、積極的に地域・社会に貢献し
ます。

６　反社会的勢力や団体とは一切の関係を持たず、不
当な要求に対しては、断固たる態度で臨みます。

７　各国・地域の法律を遵守し、人権を含む各種の国
際規範、文化、慣習等を尊重して事業を行いま
す。

８　本規範を遵守し、その確実な実行に向けた体制を
確立するとともに、本規範に違背する事態が発生
した時は、迅速に原因究明と再発防止に努め、的
確に説明責任を果たします。

2013年10月1日

世界の海を舞台に海上輸送サービスを提供する海運企業
グループとして、全人類の共通財産である地球の環境保
全に努め、気候変動への対応など環境負荷を低減し、サ
ステナブルな社会の実現に貢献します。

１　私たちは、環境マネジメントシステムを構築し、継
続的改善に努め、環境パフォーマンスの向上と汚染
の予防に努めます。

２　私たちは、船舶の運航及び事務所内活動において適
用される環境の法規制及びその他の要求事項を遵守
します。

３　私たちは、各部門において環境方針に適合した環境
目的及び環境目標を設定し、実施計画に従って目的
及び目標の達成に努めます。また環境目的と目標を
確実に達成するために、定期的に達成度のレビュー
を行います。

４　私たちは、環境教育・広報活動などにより、NSユナ
イテッド海運グループのために働くすべての人が環
境問題に対する意識を高め、本環境方針に基づき、
行動するように努めます。

５　私たちは、私たちのサービス提供に必要な船舶、機
器類、その他の製品及び資材の環境負荷の低減及び
ライフサイクルの視点を考慮した調達に努めると共
に、廃棄物の削減及びその適正な処分に努めます。

６　私たちは、NSユナイテッド海運グループ全体で、カ
ーボンニュートラル実現へ向けた対応に努めます。

７　私たちは、船舶の運航に伴う生態系への影響を認識
し、その影響を最小限に留めるための対策を講じる
ことで、生物多様性保護に努めます。

8　私たちは、環境方針及び環境保全活動を必要に応じ
公表します。

2023年6月28日改定
NSユナイテッド海運株式会社

代表取締役社長
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株主メモ

決 算 期 日 ３月31日 株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
みずほ信託銀行株式会社期末配当金支払株主確定日 ３月31日

(中間配当金支払株主確定日 ９月30日) 同 事 務 取 扱 場 所 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
みずほ信託銀行株式会社
本店証券代行部

定 時 株 主 総 会 開 催 日 ６月
同総会権利行使株主確定日 ３月31日

証券会社に口座をお持ちの場合 特別口座の場合

郵 送 物 送 付 先

お取引の証券会社になります。

〒168-8507　東京都杉並区和泉2-8-4
みずほ信託銀行証券代行部

電話お問い合わせ先 フリーダイヤル0120（288）324
（土・日・祝日を除く9:00〜17:00）　

各 種 手 続 お 取 扱 店 みずほ信託銀行本店および全国各支店
※トラストラウンジではお取り扱いできませんのでご了承ください。

未払配当金のお支払 みずほ信託銀行およびみずほ銀行の本店および全国各支店
株主総会資料の
電子提供制度
(書面交付請求）
についての
お問い合わせ先

お取引の証券会社または右記 みずほ信託
銀行までお問い合わせ願います。

電⼦提供制度専用ダイヤル 0120（524）324
 （土・日・祝日を除く 9:00〜17:00）

ご 注 意
支払明細発行については、右の「特別口座の場
合」の郵便物送付先・電話お問い合わせ先・各
種手続お取扱店をご利用ください。

特別口座では単元未満株式の買取・買増以外の株式売買はでき
ません。証券会社等に口座を開設し、株式の振替手続を行って
いただく必要があります。

基 準 日 上記確定日のほか、必要あるときは予め公告の上、基準日を定めます。
単 元 株 式 数 100株
公 告 の 方 法 電⼦公告により行う。

公告掲載URL　https://www.nsuship.co.jp/
（ただし、電⼦公告を行うことができない事故その他のやむを得ない事由が生じたときには、東京都において発行

される日本経済新聞に掲載されます。）
証 券 コ ー ド 9110
当社ウェブサイトアドレス https://www.nsuship.co.jp/（決算情報などがご覧になれます。）

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。　

株主メモ

【単元未満株式に関するお知らせ】
　100株に満たない株式（単元未満株式）を所有されている株主様が、当社に対しその単元未満株式と合わせて１単元（100株）になる数
の株式を買増請求できる「単元未満株式の買増制度」を、2010年10月１日より導入しております。また、単元未満株式の買取請求につき
ましても、お取り扱いしております。


